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活動日記毎日更新中！
〈地域での主な役職〉
・滋賀県体操協会 会長
・草津市スポーツ協会 会長
・滋賀県柔道整復師会 顧問
・草津市バレーボール協会 会長

・社会医療法人「誠光会」 理事
・滋賀県生活衛生協会 顧問
・滋賀県トラック協会 顧問
・滋賀県電気工事工業組合 顧問
・滋賀ビルメンテナンス協会 顧問
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元気が
一番！

　皆さんにとって令和6年はどんな年だったでしょうか？ 昨年を振り返りますと、やはり元日に
発生した能登半島地震はあまりにもショッキングな出来事でした。あれから一年経った今もな
お、多くの被災者の方々が苦しい生活を強いられるなか一日も早い復興が望まれております。
　その後は私個人としましても、古くから共に県政に携わってきた同志との永遠の別れが立て
続けに訪れるなど、思い返してもあまり良い年であったとは言い難い一年でありました。
　しかし、とはいえ大病をすることもなく一年を健康に過ごせたことは、大変幸せなことであ
り、感謝しなければならないと思っております。そして今年は滋賀県で国スポ・障スポが開催さ
れます。暗い気持ちを吹き飛ばし、皆さん一緒に元気・勇気・笑顔で盛り上げて参りましょう！
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11月定例会議にて決算特別委員会委員長の報告を行いましたのでその内容と、議長をしております関西広域連合議会より井狩議員の質問を一部抜粋・要約して掲載させていただきます。

　去る９月定例会議において、本
委員会が付託を受けましたの
は、令和５年度の一般会計およ
び各特別会計歳入歳出決算をは
じめ、モーターボート競走事業
会計決算、琵琶湖流域下水道事
業会計決算、病院事業会計決
算、工業用水道事業会計決算お
よび水道用水供給事業会計決算について認定を求める議第152号から議第
157号までの６議案、ならびにモーターボート競走事業会計未処分利益剰余
金の処分につき議決を求める議第167号の以上合わせて７議案、ならびに報第
９号滋賀県基本構想の実施状況についての調査でありました。
　委員会にて当局の説明を求め、慎重に審査および調査した結果、議第152号
および議第155号につきましては賛成多数で、議第153号ほか４件につきまし
ては全員一致で、いずれも可決すべきもの、または認定すべきものと決しました。
　決算の概要については、公債費負担比率は前年度に比べ改善しているが、財
政力指数や経常収支比率は前年度に比べ悪化、県の財政は引き続き厳しい状況
にあること、また、基本構想の実施状況は、第２期実施計画で設定している86の
政策目標のうち、全体の48.8％にあたる42の目標で進捗状況が上向きとなっ
たものの、全体の50.0％にあたる43の目標は下向きとなったこと、観光施策の
更なる推進や地域循環型社会の構築、安全・安心な環境の中で子どもが生まれ
育ち、安心して出産や子育てができる社会づくりを目指して、引き続き効果的な
施策立案に努めるとともに、世界の動向も含めた社会情勢の変化を踏まえ、政
策を着実に推進する必要があることが明らかとなりました。

委員からの意見等も踏まえ、令和5年度決算をしっかり検証し、
令和7年度予算編成につなげられるよう要請していきます！

令和6年度 決算特別委員会 委員長報告 11月28日（11月定例会議） 関西広域連合議会 令和6年11月臨時会 11月21日（井狩議員一般質問）

石破新内閣の重点的な取組を踏まえた今後の意気込みについて

＜本部事務局／三日月広域連合長答弁＞
　関西は、国の地方支分部局、企業の本社、大学等が集積し、首都圏や国内
外との交通輸送手段や情報通信機能が充実するなど、バックアップ機能を
担うに最もふさわしい圏域です。また、文化庁の京都移転をはじめ、政府機
関の移転が全国で唯一実現している圏域でもあります。今後は、政府の動
きを注視しながら、関西広域連合の実績や、政府機関の移転による成果な
どを発信し、関西が国土の双眼構造の一翼を担うにふさわしい圏域である
ことを示し、分権型社会を先導
する関西を目指していきます。

Q 東京一極集中を是正し、国土の双眼構造を実現して地方分権改革の
突破口を開くことは、関西広域連合設立のねらいの一つであり、関

西広域連合が目指すべき関西の将来像の一つとして、国に対しても率先し
て要望を行っておられるものと認識しています。10月に発足した石破新内
閣でも、重点目標の一つとして中央省庁の地方への移転を強力に推進す
ることを取り上げていますが、今後国土双眼構造の実現に向けて、関西広
域連合としてどのように取り組んでいくのか伺います。

＜広域防災局／服部副委員答弁＞
　防災庁創設にあたっては、１月に発生した令和６年能登半島地震で顕在
化した課題、また８月に初めて発表された南海トラフ地震臨時情報にかか
る対応などを踏まえ、大規模広域災害への対策強化に向けた検討が実施さ
れるよう、我が国唯一の広域自治体である関西広域連合として積極的に提
案していきます。「関西広域連合と国が協議により調整を行う新たな枠組
み」設置の必要性が言及されているなかで、防災庁の設置についても協議
できるよう、過日三日月連合長から総務大臣に直接要望されたところです。
この機会を逃さず要望が実現するよう、より一層強く働きかけていきます。

Q 関西広域連合では国に
対して防災庁の創設を

提案されています。その中で
①事前防災から復興までの総
合施策の推進、②防災機能を
バックアップできる双眼構造
の確保を提案され、②において防災庁の拠点を複数設置し、その内の一つ
は関西に設置することを提案されています。
石破新内閣では防災庁設置準備担当大臣が設置され、首相は令和８年度
中に防災庁を創設し、防災省の設置に向けた検討につなげることを表明さ
れたところです。これは大きなチャンスだと思いますが、関西広域連合とし
て石破新内閣に対する期待や今後の意気込みについて伺います。




